
第３回上尾伊奈資源循環組合ごみ広域処理施設建設検討委員会 議事資料

令和 6 年11月 19日（火）

議事（１）検討委員会スケジュール p. １ –２

議事（２）処理対象物の見直し p. ３ –１２

議事（３）施設規模の見直し p. １３ –２８

議事（４）可燃ごみ処理方式の選定 p. ２９ –４２
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議事（１）検討委員会スケジュール
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時期 内容

■第３回検討委員会
【11/19(火)14：00～】

・土木建築計画の検討
・プラント設備計画の検討
・処理方式の検討
・エネルギー利活用の検討

■第４回検討委員会
【2/5(水)14：00～】

・先進技術導入可能性の検討
・メーカーヒアリングの内容に関する検討

時期 内容

■第３回検討委員会
【11/19(火)14：00～】

・【追加】処理対象物の見直し
・【追加】施設規模の見直し
・処理方式の検討

■第４回検討委員会
【1/22(水)14：00～】

・プラント設備計画の検討
・土木建築計画の検討
・エネルギー利活用の検討
・【追加】地域貢献の検討

■第５回検討委員会
【2/5(水)14：00～】

・先進技術導入可能性の検討
・メーカーヒアリングの内容に関する検討

変
更
前

変
更
後
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議事（２）処理対象物の見直し

２－１．動物の死体の取扱い

２－２．紙類・布類の取扱い
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２－１．動物の死体の取扱い（１/８）

◎廃棄物としての定義

一般廃棄物・・・産業廃棄物以外の動物の死体

産業廃棄物・・・畜産農業に係る動物の死体

～日本標準産業分類「小分類012 畜産農業」～

酪農業、肉用牛生産業、養豚業、養鶏業、畜産類似業、養蚕農業、その他の畜産農業

◎廃棄物としての動物の死体の分類

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 第２条第１項

この法律において「廃棄物」とは、ごみ、粗大ごみ、・・動物の死体・・をいう。

◎ペット等の死体の取扱い

飼い主が愛玩動物として遺骨埋葬を望む場合は、「廃棄物に該当しない」。

（環境省「動物霊園事業に係る廃棄物の定義等について」）

～廃棄物処理法第２条第１項の規定は、一般に廃棄物として取り扱われる可能性が高いものを代表的に例示

したもので、実際に廃棄物に該当するか否かは、占有者の意思なども総合的に考慮して決定される。～
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２－１．動物の死体の取扱い（２/８）

◎構成市町における動物の死体（廃棄物）の取扱いの現状

【上尾市】※西貝塚環境センターに専焼炉を設置

行路死亡動物：民間ペット霊園に回収～焼却を委託。

有害鳥獣 ：職員が搬入し、専焼炉で焼却処理。

ペット ：市民持込み又は職員が有償回収後、専焼炉で焼却処理。

【伊奈町】※クリーンセンターでは動物の死体の焼却は行わない

行路死亡動物：職員が搬入し、民間ペット霊園に処理を委託。

有害鳥獣 ：職員が搬入し、民間ペット霊園に処理を委託。

ペット ：町民持込み又は職員が有償回収後、民間ペット霊園に処理を委託。

R5年度処理実績
上尾市 伊奈町

頭 頭

行路死亡動物

国道 - -

県道 95 -

市/町道 564 58

有害鳥獣 222 79

ペット 209 24

◎構成市町におけるペット等の死体（非廃棄物）の取扱いの現状

・飼い主が民間ペット霊園に火葬を依頼。

・飼い主が公営斎場（つつじ苑等）に火葬を依頼。

R5年度火葬実績
上尾市 伊奈町

頭 頭

つつじ苑 585 164
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２－１．動物の死体の取扱い（３/８）

◎新ごみ処理施設における動物の死体の処理の有無について

構成市町に確認したところ、

・行路死亡動物については今後も民間ペット霊園への処理委託を継続し、有害鳥

獣のみを新ごみ処理施設に搬入する予定であるとのことでした。

・ペットの死体は、飼主が廃棄物として持ち込みを希望するものについては、新

ごみ処理施設で受け入れを検討してほしいとのことでした。

新ごみ処理施設では、動物の死体（有害鳥獣、ペット）を処理対象物とし
ます。

◎動物の死体の処理量の推計

動物の死体数は人口推移から推計することが困難なため、令和５年度実績値を基
準として処理数を設定し、有害鳥獣３０１頭、ペット２３３頭、計５３４頭としま
す。処理重量は、実績値等から有害鳥獣２，４０８kg、ペット１，３７５kg、計３，
７８３kgとします。

処理数 ５３４頭/年

処理重量 ３，７８３kg/年
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２－１．動物の死体の取扱い（４/８）

◎新ごみ処理施設における動物の死体の処理方法

①新ごみ処理施設の焼却炉等において処理する。

→処理の方法によっては、別途設備費や運営費が生じる可能性があります。

②動物の死体を一時保管し、民間のペット霊園に処理を委託する。

→民間ペット霊園への委託費用については、上尾市の実績（行路死亡動物について年間500

～600頭の収集～焼却を委託し、委託費用が年300万円程度）から、想定処理量（年間534

頭）の全頭を委託した場合も、同程度におさまると想定されます。

民間のペット霊園への処理委託は、委託先を安定的に確保できる場合には経済的

にも有効な処理方法であると考えられますが、現時点では委託先や委託費用を確定

させることは困難です。

そこで、以降は、民間のペット霊園への処理委託の可能性は排除しませんが、新

ごみ処理施設の自前設備で処理する方法を検討します。
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２－１．動物の死体の取扱い（５/８）

◎新ごみ処理施設における動物の死体の処理方法の選択肢

⑥

⑤

ごみホッパへ投入

ごみピットへ投入

冷蔵(凍)庫を設けない

③

冷蔵(凍)庫を設ける

ごみホッパへ投入 ④

ごみピットへ投入

専焼炉を設けない

冷蔵(凍)庫を設ける ①

専焼炉を設ける

冷蔵(凍)庫を設けない ②

◎処理方法の選定第１段階～冷蔵(凍)庫の有無～

冷蔵（凍）庫を設置すると、腐敗の進行を防ぎながら一定期間の貯留が可能とな

るため、施設見学者等の目の前で処理をすることを避けたり、処理設備を効率的に

運用することが可能となります。また、処理設備をメンテナンス等で停止する際も

一定期間の保存が可能です。 ➡ 処理設備に関わらず、冷蔵(凍)庫を設ける方針

とすることを提案します。なお、容量等は、事業者選定段階までに適切に設定する

こととします。
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２－１．動物の死体の取扱い（６/８）

◎処理方法の選定第２段階～専焼炉の有無（１/２）～

専焼炉設置のメリット、デメリット

【メリット】動物愛護に配慮することができる。

※民間ペット霊園等への処理委託（想定費用300万円/年）でも同様のメリットがあると

考えられます。

【デメリット】機械・設備の設置に伴う建設費とメンテナンスコストの増加

作業員の増加に伴う運営費の増加

※埼玉県に事前確認したところ、動物専焼炉の設置に係る経費については国の循環

型社会形成推進交付金の“対象外”と考えられるとの回答がありました。

【参考】プラントメーカーヒアリング結果

建設費 190,000,000 円 ・排ガス、焼却灰は可燃物処理施設と統合処理を想定

運営費（20年間） 216,000,000 円 ・行路死亡動物、有害鳥獣、ペットの全頭（約1300頭）処理を想定

・ヒアリング回答の平均値

＜事務局案＞

専焼炉を設置せず、他の可燃ごみと一緒に処理することを基本的な方針とする。

ただし、民間ペット霊園等への委託も含め、動物愛護に配慮する方法を検討する

こととする。
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２－１．動物の死体の取扱い（７/８）

◎処理方法の選定第３段階～投入位置～

＜事務局案＞

ごみピットへの投入は避け、ごみホッパへの投入を基本とする。

ただし、投入口や投入方法については、安全性や経済性に優れた方法を検討する

こととする。

ごみピットへ投入する場合、搬入者や施設見学者

から見えるところに動物の死体が投入される可能性

があります。また、他のごみと一緒に一定期間貯留

される可能性があるため、動物愛護への配慮に欠け

る可能性があります。
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２－１．動物の死体の取扱い（８/８）

◎まとめ

処理対象物 構成市町が収集した有害鳥獣、住民が持ち込むペットの死体

処理量 直近実績等から、年間で５３４頭、合計３，７８３kgを想定する。

保管方法 冷蔵(凍)庫を設置し、搬入された動物の死体を一時保管する。

処理方法 他の可燃ごみと一緒に処理することを基本とし、ごみ搬入時や施設

見学時に住民から見えないようにすることや動物愛護に配慮し、投

入位置はごみホッパを基本として、安全性や経済性に優れた方法を

検討することとする。なお、民間ペット霊園等への委託は経済性と

安定性に優れる場合に限り採用を検討する。
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２－２．紙類・布類の取扱い

◎構成市町の現状

集積所に排出された紙類・布類は、現有施設には持ち込まれず、収集後に紙問屋へ直接運搬

され、資源化されています。

◎施設整備基本構想での位置付け

施設整備基本構想策定時には、広域化後の構成市町の分別・収集・運搬体制が不明であった

ことから、構成市町から排出されるすべてのごみ・資源が新ごみ処理施設に搬入され、処理す

ることを想定して最大側で処理対象物を設定しました。

そのため、紙類・布類についても、新ごみ処理施設に搬入されることを想定し、紙問屋に引

き渡すまでの一時保管場所（ストックヤード）が必要であると見込んでいました。

◎見直し

構成市町の廃棄物担当部局と協議したところ、新ごみ処理施設稼働後においても、現在と同

様に集積所から紙問屋へ直接引き渡しを行う見込みであることが判明しましたので、紙類・布

類を新ごみ処理施設の処理対象物から除外します。

ただし、住民が紙類・布類を自己搬入する可能性があるため、その分の一時保管場所（ス

トックヤード）は考慮することとします。
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議事（３）施設規模の見直し

３－１．施設整備基本構想における施設規模算定の概要

３－２．稼働開始予定年度（令和１５年度）のごみ“発生量”見込み

３－３．稼働開始予定年度（令和１５年度）のごみ“処理量”見込み

３－４．施設規模の再算定

３－５．現状推移ケース/目標達成ケースの選択

３－６．まとめ
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３－１．施設整備基本構想における施設規模算定の概要

市町一般廃棄物処理計画(R5.3策
定)に掲載された、令和１４年度
の構成市町ごとのごみ発生量予測

広域化後の分別統一案によるごみ
発生量に置き換え。
※上尾市粗大ごみ量（異常値）の修正
※プラスチック類発生量の推計

不燃・粗大ごみを破砕処理した後
に発生する可燃性残さを考慮して、
各施設のごみ処理量に置き換え。

各施設のごみ処理量を算定式に代入し、
施設規模を算定

施設 現状推移ケース 目標達成ケース

可燃物処理施設 214t/日 179t/日

不燃・粗大ごみ処理施設 29t/日 25t/日

資源物処理施設 58t/日 51t/日

【算定式】
◇可燃物処理施設
➡計画年間日平均処理量(年間処理量÷365日)÷実稼働率(0.767)÷調整稼働率(96％)+災害廃棄物(10％)
※実稼働率は施設年間停止日数を85日として算出(365-85)÷365≒0.767
※調整稼働率は故障などのやむを得ない停止を想定

◇不燃・粗大ごみ処理施設/資源物処理施設
➡計画年間日平均処理量(年間処理量÷365日)×計画月最大変動係数(1.15)÷実稼働率(0.685)+災害廃棄物(10%)
※計画月最大変動係数は、「ごみ処理施設構造指針解説」（公益社団法人全国都市清掃会議）に示される標準
の1.15を仮採用

※実稼働率は施設年間停止日数を115日として算出(365-115)÷365≒0.685
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３－２．稼働開始予定年度（令和１５年度）のごみ“発生量”見込み（１/２）

施設整備基本構想では、稼働開始予定年度（令和１５年度）に最も近い数値として、構成市町の令和１４
年度推計値を使用して施設規模を算定しました。
今回、稼働開始予定年度に必要となる施設規模をより具体的かつ正確に予測するため、令和４、５年度の

ごみ発生量実績も踏まえて、令和１５年度のごみ発生量見込みを算出した上で、施設規模を見直しします。

■現状推移ケース
構成市町が令和５年３月に策定した一般廃棄物

処理基本計画では、令和３年度までの実績値に基
づき、その実績の傾きを推計式に代入して令和１
４年度のごみ発生量を推計していました。
今回、令和４、５年度の実績値を反映し、構成

市町と同様の方法で令和１５年度のごみ発生量を
推計しました。

■目標達成ケース
目標達成ケースについては、構成市町が設定し

た目標値ですので、令和１４年度から令和１５年
度の１人１日あたりのごみ量等は据え置きとし、
人口推計の変動のみ反映し令和１５年度のごみ発
生量を推計しました。

※人口推計について、
上尾市：『第 2 期上尾市地域創生長期ビジョン・第 2 期上尾市地域創生総合戦略』
伊奈町：『伊奈町まち・ひと・しごと創生総合戦略』

現状推移 目標達成

人口 人

ごみ総排出量 t/年 50,599.74 47,302.91

可燃物 t/年 45,089.16 41,227.04

不燃物 t/年 1,106.71 1,297.26

金属・陶器 t/年 1,106.71 1,297.26

資源物 t/年 3,960.95 4,617.29

飲料缶・スプレー缶 t/年 268.45 314.49

ガラス t/年 958.71 1,186.54

ペットボトル t/年 647.27 727.51

紙類 t/年 2,086.52 2,388.75

ふれあい収集 t/年 104.55 103.83

粗大ごみ t/年 338.37 57.49

現状推移 目標達成

人口 人

ごみ総排出量 t/年 12,882.30 13,478.56

可燃ごみ t/年 8,821.53 9,504.81

資源物 t/年 2,626.60 2,705.65

プラスチック製容器包装 t/年 966.35 1,019.99

カン・ペットボトル t/年 440.54 447.54

透明ビン t/年 123.86 120.81

色付ビン t/年 134.59 130.64

古紙・古着 t/年 949.35 973.78

蛍光管・水銀計 t/年 3.34 3.58

廃乾電池 t/年 8.57 9.31

不燃ごみ t/年 542.05 561.94

ふれあい収集 t/年 (0.72) (0.68)

粗大ごみ t/年 892.12 706.16

47,349

■上尾市 単位
令和１５年度

■伊奈町 単位
令和１５年度

222,314
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３－２．稼働開始予定年度（令和１５年度）のごみ“発生量”見込み（２/２）

■構成市町ごとのごみ発生量から広域化後の分別統一案への置き換え

※１ プラスチック類は、実績/予測値が存在する伊奈町の容器包装プラスチックを除き、基本構想と同様の方法で環境省データ
等に基づいて算出しています。
また、基本構想では、事業系の可燃ごみにもプラスチックが含有されると想定していましたが、その量は従業員の個人消費
等によるわずかな量であることが判明しました。そのため、事業系の可燃ごみに含まれるプラスチックの量は限りなく0と
みなし、すべて可燃ごみとして計上することとします。

※２ 上尾市の粗大ごみは基本構想と同様の方法で算出しています。

現状推移 目標達成

人口 人

ごみ総排出量 t/年 63,538.46 60,791.92

可燃ごみ t/年 46,330.09 44,027.42

不燃ごみ t/年 1,306.99 1,592.31

資源物 t/年 11,457.44 11,872.89

飲料缶・スプレー缶 t/年 397.60 449.56

ペットボトル t/年 958.66 1,039.98

ビン t/年 1,217.16 1,437.99

紙類・布類 t/年 3,035.86 3,362.52

プラスチック類※1 t/年 5,848.16 5,582.84

粗大ごみ※2 t/年 4,330.57 3,184.45

牛乳パック t/年 - -

蛍光管等 t/年 55.34 55.58

廃乾電池・ライター t/年 25.57 26.31

小型家電 t/年 32.46 32.96

R15

269,663

単位



可燃性残さ
紙・布類 民間事業者

透明ビン

資源化施設ペットボトル

缶

可燃性残さ

粗大ごみ

製品プラスチック

プラ類資源化施設

可燃性残さ

容器包装プラスチック

可燃ごみ 可燃ごみ処理施設

不燃ごみ

不燃・粗大ごみ処理施設
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３－３．稼働開始予定年度（令和１５年度）のごみ“処理量”見込み（１/２）

■発生量と処理量について
ごみ・資源の中には複数の処理施設を通るものがあるため、それらを考慮して令和１５年度のごみ発生量

をごみ処理量に置き換えます。
例）可燃性粗大ごみは、不燃・粗大ごみ処理施設で破砕処理をした後、可燃物処理施設で焼却等の処理を

行います。発生量としては粗大ごみだけですが、処理量としては粗大ごみと可燃ごみの両方にカウン
トする必要があります。

■可燃性残さの見直し
施設整備基本構想では、上記例のとおり、可燃性粗大ごみの

破砕後の残さを可燃性残さとして想定しました。
資源物等の処理工程を精査した結果、今回、以下の２つを可

燃性残さとして追加します。
【プラスチック類選別後の不適物】

プラスチック類の選別過程において発生する不適物（汚
れが付着したもの等）について、伊奈町の容器包装プラス
チック選別過程における実績値を基準として、可燃性残さ
に追加します。

【紙類・布類の不適物】
集積場所から民間事業者へと直接引き渡されますが、収

集物に含まれる不適物（雨で濡れた布等）は民間事業者が
ごみ処理施設に搬入（返却）します。上尾市と伊奈町の実
績値を基準として、可燃性残さに追加します。

追加
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３－３．稼働開始予定年度（令和１５年度）のごみ“処理量”見込み（２/２）

■令和１５年度のごみ発生量からごみ処理量への置き換え

現状推移 目標達成

可燃物 t/年 46,330.09 44,027.42

可燃性粗大ごみ t/年 974.27 826.29

可燃性残さ t/年 2,770.20 2,661.25

計 50,074.56 47,514.96

粗大ごみ t/年 4,330.57 3,184.45

金属・陶器・ガラス t/年 1,306.99 1,592.31

計 5,637.56 4,776.76

ビン t/年 1,217.16 1,437.99

プラスチック資源 t/年 5,848.16 5,582.84

ペットボトル t/年 958.66 1,039.98

飲料缶・スプレー缶 t/年 397.60 449.56

計 8,421.58 8,510.37

資源物処理施設

+災害廃棄物10％

+災害廃棄物10％

単位
R15

可燃物処理施設

+災害廃棄物10％

不燃・粗大ごみ

処理施設
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３－４．施設規模の再算定（１/３）

■算定式の改正
令和6年3月29日「循環型社会形成推進交付金等に係る施設の整備規模について（通知）」

【旧来の算定式】
◇可燃物処理施設
➡計画年間日平均処理量(年間処理量÷365日)÷実稼働率(0.767)÷調整稼働率(96％)+災害廃棄物(10%)
※実稼働率は施設年間停止日数を85日として算出(365-85)÷365≒0.767
※調整稼働率は故障などのやむを得ない停止を想定

◇不燃・粗大ごみ処理施設/資源物処理施設
➡計画年間日平均処理量(年間処理量÷365日)×計画月最大変動係数(1.15)÷実稼働率(0.685)+災害廃棄
物(10%)
※計画月最大変動係数は、1.15を仮採用
※実稼働率は施設年間停止日数を115日として算出(365-115)÷365≒0.685

【新たな算定式】
◇可燃物処理施設
➡計画年間日平均処理量(年間処理量÷365日)÷実稼働率(0.795)+災害廃棄物(10%)
※実稼働率は施設年間停止日数を75日として算出(365-75)÷365≒0.795
※故障などのやむを得ない停止は年間停止日数（75日）に含めることとし、調整稼働率を廃止

◇不燃・粗大ごみ処理施設/資源物処理施設については算定式の見直しはありませんでした。
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３－４．施設規模の再算定（２/３）

■計画月最大変動係数の見直し
基本構想では、標準値（1.15）を仮採用していましたが、以下のとおり、可能な限り過去の収集実績に基づい

て算出することとします。

計画月最大変動係数 算出根拠

不燃ごみ １.２４ 構成市町の過去5年間（R1～R5）の実績から算出

粗大ごみ １.３７ 伊奈町の過去5年間（R1～R5）の実績から算出 ※１

カン １.２３ 構成市町の過去5年間（R1～R5）の実績から算出

ペットボトル １.３０ 構成市町の過去5年間（R1～R5）の実績から算出

ビン １.２０ 構成市町の過去5年間（R1～R5）の実績から算出

プラスチック １.１７ 伊奈町の過去5年間（R1～R5）の実績から算出 ※２

※１ 上尾市の粗大ごみ量は、戸別回収分のみを計上しており一般持込分の量は不明です。そのため、各月の搬入量の
変動も不明となりますので、伊奈町の実績値のみで算出することとします。

※２ 収集実績のある伊奈町の容器包装プラスチックの実績値より算出します。

【計画月最大変動係数】
各月の１日あたりの平均排出量とその年度を通しての１日あたりの平均排出量の比を「月変動係数」といい

ます。特に、その年度で月変動係数が最大となる月の数値を「最大変動係数」といいます。5年間の「最大変
動係数」の平均値を「計画月最大変動係数」といいます。
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３－４．施設規模の再算定（３/３）

令和１５年度のごみ処理量見込みに基づき、計画月最大変動係数の見直しを考慮した上で、国の新たな算定式に
より施設規模を算出すると以下のとおりとなります。
なお、不燃・粗大ごみ処理施設と資源物処理施設については、処理対象物ごとの施設規模表記を追加しました。

基本構想策定時 見直し（案）

施設 現状推移ケース 目標達成ケース

可燃物処理施設 214t/日 179t/日

不燃・粗大ごみ処理施設 29t/日 25t/日

資源物処理施設 58t/日 51t/日

現状推移ケース 目標達成ケース

190t/日　　 180t/日　　

33.2t/日　　 27.9t/日　　

不燃ごみ処理施設 7.1t/日　　 8.7t/日　　

粗大ごみ処理施設 26.1t/日　　 19.2t/日　　

44.2t/日　　 44.6t/日　　

缶類処理施設 2.2t/日　　 2.4t/日　　

ペットボトル類処理施設 5.5t/日　　 5.9t/日　　

ビン類処理施設 6.4t/日　　 7.6t/日　　

プラスチック類処理施設 30.1t/日　　 28.7t/日　　

不燃・粗大ごみ処理施設

可燃物処理施設

施設

資源物処理施設
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３－５．現状推移ケース/目標達成ケースの選択（１/６）

施設整備基本構想では、構成市町による減量施策等の効果検証が明確でなかったことから、現状推移ケースと目
標達成ケースの双方を記載し、施設建設工事の発注段階までに過不足のない施設規模を算定（見直し）することと
しました。
現在実施中の環境影響評価手続きや土木建築計画・プラン設備計画の検討、今年度末実施予定のプラントメー

カーヒアリングを考慮すると、施設規模が２通り存在している状態では具体的かつ正確な手続き・検討が困難とな
ります。

【事務局案】
新ごみ処理施設の施設規模算定は、目標達成ケースを基本的な方向性とする。
ただし、施設建設工事の発注段階までに過不足のない施設規模を算定（見直し）するこ

ととする。
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３－５．現状推移ケース/目標達成ケースの選択（２/６）

上尾市のごみ量推移及び目標値
項目／年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

人口（10月1日現在） ２３０，２４５人 ２３０，４２７人 ２３０，１６４人

ごみ総排出量 ５７，１９４ｔ ５６，６８７ｔ ５４，６０３ｔ

家庭系ごみ総排出量
（資源物除く）

４５，３４０ｔ ４４，２５５ｔ ４２，３１８ｔ

１日一人あたりの家庭系ごみ量
（資源物除く）

５４０ｇ ５２６ｇ ５０２ｇ

項目／年度 令和１４年度目標値

人口 ２２２，７６７人

ごみ総排出量 ４７，３８５ｔ

家庭系ごみ総排出量
（資源物除く）

３５，７７６ｔ

１日一人あたりの家庭系ごみ量
（資源物除く）

４４０ｇ

※令和５年度までごみ量は減量しているが、引き続きごみ減量施策を実施していく必要がある。
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３－５．現状推移ケース/目標達成ケースの選択（３/６）

上尾市におけるごみ減量施策

①家庭系ごみにおけるプラスチックの資源化

本市において現在、可燃物として処理しているプラスチッ

クを資源化し、可燃物焼却量の減量を図る。

周知・啓発開始時期：令和８年度～

暫定実施時期 ：令和１２年度～

②事業者・住民に対するごみ減量・適正分別の周知・啓発

広域化により、約３０年ぶりにごみの分別が大きく変わる

ことから、各種イベント、出前講座などあらゆる機会を活用

して周知・啓発する。

周知・啓発開始時期：令和８年度～
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３－５．現状推移ケース/目標達成ケースの選択（４/６）

伊奈町のごみ量推移及び目標値
項目／年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

人口（10月1日現在） ４５，０３９人 ４５，２３９人 ４５，１０３人

ごみ総排出量 １３，４７９ｔ １３，３０５ｔ １２，８９７ｔ

家庭系ごみ総排出量
（資源物除く）

８，１３４ｔ ７，９４８ｔ ７，６４８ｔ

１日一人あたりの家庭系ごみ量
（資源物除く）

４９５ｇ ４８１ｇ ４６３ｇ

項目／年度 令和１４年度目標値

人口 ４７，３３３人

ごみ総排出量 １３，４７５ｔ

家庭系ごみ総排出量
（資源物除く）

８，０９６ｔ

１日一人あたりのごみ量
（資源物除く）

４６９ｇ

※令和５年度までごみ量は減量しているが、継続的にごみ減量施策を実施していく必要がある。
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３－５．現状推移ケース/目標達成ケースの選択（５/６）

伊奈町ごみ減量施策

①公共施設における紙類の分別の徹底及びコピー用紙

の減量化

事業開始時期：令和７年度

②事業系一般廃棄物における資源物の搬入抑制

事業開始時期：令和８年度～令和１２年度

③家庭ごみにおける雑紙を古紙として資源化

事業開始時期：令和８年度～令和１０年度
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３－５．現状推移ケース/目標達成ケースの選択（６/６）

①可燃ごみ処理施設における災害廃棄物（１０％）の上乗せ
施設規模の算定にあたっては、災害廃棄物の対応分として施設規模に１０％上乗せしています。平時におい

ては余力となりますので、万が一、構成市町の減量施策が目標どおり進まなかった場合においても、可燃物処
理施設で１６t/日程度の余裕が存在する想定です。

②年間停止日数の想定
国の新たな計算式では、年間停止日数を75日想定することとなっています。この日数は、国が全国事例等に

基づいて設定したものですが、多くの自治体でこの計算式が使用されることを想定しているため、比較的、安
全側を採用していると考えられます。実例では、年間300日超の稼働実績（年間停止日数65日以下）がある最
新施設も見られ、本組合が整備する新ごみ処理施設が今後数年間の技術進歩を反映した施設になることを考慮
すると、稼働日数の余裕が生じることも想定されます。

③稼働予定年度以降のごみ減量トレンド
構成市町においては、少子化・高齢化の影響により将来人口は減少方向に推移することが推計されています。

そのため、万が一、１人あたりのごみ減量が目標どおり進まなかった場合でも、人口減少にともないごみ総量
が減少傾向で進むことにより、新ごみ処理施設の施設規模がひっ迫し続けることはないと考えられます。

（人）

2035

(R17)

2040

(R22)

2045

R27)

2050

(R32)

上尾市 216,497 211,307 206,237 201,253

伊奈町 45,495 45,266 45,040 44,770

計 261,992 256,573 251,277 246,023

「日本の将来推計人口(令和5年推計)」

国立社会保障・人口問題研究所

組合における対策
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３－６．まとめ

３－１．施設整備基本構想における施設規模算定の概要

３－２．稼働開始予定年度（令和１５年度）のごみ“発生量”見込み
→構成市町の推計が存在しない令和15年度のごみ発生量を算出

３－３．稼働開始予定年度（令和１５年度）のごみ“処理量”見込み
→プラ、紙・布類の不適物を可燃性残さに追加

３－４．施設規模の再算定
→計画月最大変動係数を見直し
→国の新たな算定式に基づいて施設規模を再算定

３－５．現状推移ケース/目標達成ケースの選択
→今後、目標達成ケースを採用することをご提案
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議事（４）可燃ごみ処理方式の選定

４-１．処理方式の選定スケジュール

４-２．検討対象処理方式（第2回委員会資料抜粋）

４-３．プラントメーカーへのプレヒアリングの結果

４-４．プレヒアリングを踏まえた処理方式の二次選定

４-５．評価基準（案）＿評価項目（案）
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４-１ ．処理方式の選定スケジュール

１．前提条件の整理

２．一次選定

３．プラントメーカーへのプレヒアリング

４．二次選定、評価基準の設定

５．二次選定、メーカーヒアリング事項の確認

６．プラントメーカーへのヒアリング

７．処理方式の評価
第
７
回

第
３
回

第
５
回

第
２
回

R6.11

R6.7

R7.2

R7夏～
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４-２ ．検討対象処理方式

◎検討対象とする処理方式

※発酵残さを焼却処理する「メタン
コンバインド方式」として検討する。
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４-３．プラントメーカーへのプレヒアリングの結果

ヒアリング時期 令和６年９月６日（金）～１０月４日（金）

ヒアリング対象
以下の条件を満足するごみ処理施設の受注実績を有するプラントメーカー１０社

・施設規模：100t/日以上（ボイラ・タービン発電付き）
・受注年度：平成25年度以降

回答社数 ９社

提示条件

（１）建設用地の概況 （２）新工場の基本条件
• 位置及び面積
• 周辺状況
• 都市計画事項等

• ライフライン状況
• 地質状況

• 設計・建設期間
• 対象施設
• 施設規模

• 計画ごみ質
• 公害防止条件

ヒアリング項目
（全8問）

①５つの処理方式の内、事業展開を行っている処理方式の建設実績

②新施設への提案が可能な処理方式及びその理由

③提案可能な処理方式の提案優先度

④提案可能な処理方式における処理不適物（分別の変更や選別が必要となるもの）

⑤提案可能な処理方式における概算建築面積

⑥その他（概算発電設備容量kW）

⑦その他（平均停止日数）

⑧その他（動物専焼炉）
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４-３．プラントメーカーへのプレヒアリングの結果①

• 以下通りの処理方式別建設実績（平成25年度以降）が確認されました。

• 具体的には回答のあった9社のうち、ストーカ式は9社、流動式（焼却方式）は2社、シャフト炉式は1社、
流動床式（ガス化溶融方式）は1社、バイオガス化方式は2社において実績が確認されました。

処理方式

メーカー

焼却方式 ガス化溶融方式 バイオガス化方式

ストーカ式 流動床式 シャフト炉式 流動床式 乾式(メタンコンバインド)

A 7（10）※1 １

B 27（29）※2

C 2

D 10 2

E 2

F 2 2 6

G 11 1

H 1（3）※1 10

I 18 1

合計 80 3 11 6 3

※1_カッコ内は、令和6年10月時点で竣工していない施設も含む

※2_カッコ内は、100t未満の施設も含む
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４-３．プラントメーカーへのプレヒアリングの結果②、③

• 新施設への提案可能な処理方式として、提案があったのはストーカ式、シャフト式、バイオガス化方式
でした。

• 具体的には回答のあった9社のうち、ストーカ式は9社中8社が第1優先、シャフト炉式は2社が第2優先、
バイオガス化方式は1社が第1優先、1社が第2優先でした。

処理方式

メーカー

焼却方式 ガス化溶融方式 バイオガス化方式

ストーカ式 流動床式 シャフト炉式 流動床式 乾式(メタンコンバインド)

A ①

B ①

C ① ②

D ① ②

E ①

F ①

G ② ①

H ① ② ○

I ①

合計 ①：8社、②：１社 ゼロ ②：2社 ゼロ ①：1社、②：1社

提案優先度＿①：第１位、②：第２位、③：第３位、○：提案可能と回答あるも提案優先順位の回答はなし

技術保有機種
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４-３．プラントメーカーへのプレヒアリングの結果②、③

• 新施設への提案可能な処理方式の理由・メリットとして得られた回答（技術・実績を有している点を除
く。）をもとに整理した要旨を以下に挙げます。

• ストーカ式及びバイオガス化方式はメーカー間で内容に大きな相違はみられない一方、シャフト炉式は
メーカー毎の形式の違い（コークスベッド式と酸素式との溶融方法の違い）が、回答にもみられました。

焼却方式 ガス化溶融方式 バイオガス化方式

ストーカ式 シャフト炉式 乾式(メタンコンバインド)

■実績
小型炉から大型炉まで国内自治体で最も多く採
用されている主流機種であり、信頼性が高い

■安定稼働
幅広いごみ質・ごみ量への対応が可能であり、
安定性が高い

■技術の成熟面
長年の運用実績から技術面も成熟しており、信
頼性・安全性が高い

■CO2排出量
消費電力や余剰電力の多寡及び外部燃料の要否
の観点から、CO2排出量が少ない

■ライフサイクルコスト
シンプルなシステムであり建設費・運営費が比
較的安価

■競争環境
対応可能なメーカー数が多く競争環境が確保し
やすい

■副産物の資源化
構成市町の既設炉と同機種であり、今後も灰の
資源化の継続性が図りやすい

■CO2排出量
高濃度酸素を使用するため、コークス等の外部
燃料の使用量を抑制することが可能

■幅広いごみ種への対応
従来埋め立てられている不燃ごみや災害廃棄物
等の多様な廃棄物の安定・完全に処理すること
が可能

■最終処分量の低減
高品質な溶融物（スラグ・メタル）を産出し再
資源化するため、最終処分物は飛灰のみとなり、
最終処分量を極小化することが可能

■焼却処理施設規模の縮小
焼却処理量が低減され、大気中への排ガス量も
減少させることが可能

■リサイクル率の向上
メタンガス分は再生利用量として計上できるた
め、焼却方式よりもリサイクル率が向上

■異物の混入に寛容
混入を完全に異物を除去する必要がないため、
分別変更が不要

■経済性
循環型社会形成推進交付金の要件を満たすこと
で、ごみ焼却施設も含めた施設全体が交付金
1/2の対象となる

■エネルギー利活用
メタンガスが発電以外に燃料利用も可能であり、
焼却方式よりもエネルギー利活用の選択肢が広
がる

【コークスベッド式】
・溶融助剤にコークスを使用。
・開口部が広く幅広いごみ種に対応
・コークス代やCO2排出量増加
【酸素式】
・高濃度酸素を使用し溶融助剤不要
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４-３．プラントメーカーへのプレヒアリングの結果④

• 新施設への提案可能な処理方式の処理不適物として以下の回答が得られました。

• ストーカ式及びバイオガス化方式はメーカー間で内容に大きな相違はみられない一方、シャフト炉式は
メーカー毎の形式の違い（コークスベッド式と酸素式とのごみの供給方法の違い）が、回答にもみられ
ました。

焼却方式 ガス化溶融方式 バイオガス化方式

ストーカ式 シャフト炉式 乾式(メタンコンバインド)

◼ 上尾市・伊奈町にて掲載されている処理不
適物

◼ 不燃物

◼ 金属・ガラス・陶器類・その他危険物等

◼ 不燃物（金属，ガラスなど），大きさが一
斗缶以上の可燃物，大量のマッチや油など，
水銀を多量に含む製品，など

◼ 不燃ごみ、不燃残さ、有毒性のあるもの
（農薬など）、感染性のあるもの、危険性
のあるもの（バッテリー、消火器、ガスボ
ンベなど）、引火性のあるもの、液状又は
泥状のもの、タイヤ、ドラム缶など

◼ 不燃ごみ残渣

◼ 金属・ガラス・陶器類・その他危険物等

◼ 有害性のあるもの（水銀）、危険性のある
もの（バッテリー、消火器、ボンベなど）、
引火性のあるもの

◼ 不適あるいは不向きなごみはあるものの前
処理設備の設置等により分別の変更や選別
は不要
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４-３．プラントメーカーへのプレヒアリングの結果⑤

• 新施設への提案可能な処理方式の建築面積（工場棟）として以下の回答が得られました。

• どの方式も他事例をベースに検討した概略配置図の範囲内（工場棟で11,600m2）であり、建築面積によ
る制約は確認されませんでした（ただし、マテリアルリサイクル推進施設の包含有無が明示されていな
い回答もあり）。

単位：m2

焼却方式 ガス化溶融方式 バイオガス化方式

ストーカ式 シャフト炉式 乾式(メタンコンバインド)

• 5,330

• 5,000

• 4,000

• 6,000（マテリアルとの合棟）

• 8,500

• 10,300（焼却：4,500,マテリアル：5,000,
ヤード：800）

• 3,910

• 8,000

• 5,000

• 3,395

• 10,000

• 11,600（メタン化＋焼却：5,800、マテリ
アル：5,000,ヤード：800）

参考：「概略配置図（案）」（第2回検討委員会資料）
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４-３．プラントメーカーへのプレヒアリングの結果⑥

• 新施設への提案可能な処理方式の発電設備容量（kW）として以下の回答が得られました。

• ストーカ式は、施設規模毎での回答から全体の傾向を推測すると、3,000～3,500ｋW（179t/日）、約
5,500ｋW（214t/日）と考えられます。

• シャフト炉式は、施設規模毎での回答から全体の傾向を推測すると、3,610ｋW（179t/日）、5,500～
5,890ｋW（214t/日）と考えられます。

• バイオガス化方式は、3,520kWと4,700kWと差異がみられましたが、検討条件は不明です。

単位：kW

焼却方式 ガス化溶融方式 バイオガス化方式

ストーカ式 シャフト炉式 乾式(メタンコンバインド)

• 3,300

• 5,500

• 3,500

• 3,000

• 3,500

• 3,500

• 3,290（179ｔ/日）、5,480（214t/
日）

• 3,500

• 5,500

• 3,610（179ｔ/日）、5,890（214t/
日）

• 4,700

• 3,520（蒸気タービン：3,300、バイオガ
ス：220）
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４-３．プラントメーカーへのプレヒアリングの結果⑦

• 新施設への提案可能な処理方式の平均停止日数として以下の回答が得られました。

• 焼却炉の1炉当たりの年間停止日数としての回答は75～95日（最短で50日）、全体停止日数としての回
答は7～10日（最長で28日）でした。

• ごみメタン化施設（乾式）は、15日又は20日と大きな違いは見られませんでした。

単位：kW

焼却方式 ガス化溶融方式 バイオガス化方式

ストーカ式 シャフト炉式 乾式(メタンコンバインド)

• 105日/年（うち全炉停止10日、1炉停
止95日）

• 75日/年

• 85日/年

• 50日/年

• 28日/年（共通停止期間）

• 7日/年（全炉停止期間を示す。ただし、
4年に1回はタービン点検のため14日/
年）

• 75日/年

• 7日/年（全炉停止期間を示す。ただし、
4年に1回はタービン点検のため14日/
年）

• 10日/年

• 85日/年

• 7日/年（全炉停止期間を示す。ただし、
4年に1回はタービン点検のため14日/
年）

• ごみメタン化施設20日/年、焼却施設
50日/年

• ごみメタン化施設15日/年、焼却施設
75日/年



第３回 ごみ広域処理施設建設検討委員会 40

４-３．プラントメーカーへのプレヒアリングの結果⑧

次の条件のもと、動物用専焼炉を設置する場合の概算費用として以下の回答が得られました。

①行路死亡動物、有害鳥獣（アライグマ等）、ペットの死体の処理を想定

②構成市町の実績から、最大１，３００頭/年（犬猫等の小・中動物中心）の処理を想定

③排気ガス及び焼却灰は、他の可燃ごみの処理系統に混ぜて処理を想定

④可燃物処理施設との合棟

単位：千円

費用

メーカー
①施設整備費 ②運営費（20年間）

A 70,000 150,000

B 600,000 472,000

C ― ―

D 15,000～25,000 30,000～40,000

E 65,000 55,000

F 70,000 200,000

G 300,000 400,000

H ― ―

I 約200,000 約200,000

範囲 15,000～600,000 30,000～472,000
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４-４．プラントメーカーへのプレヒアリングを踏まえた処理方式の二次選定

• 提案可能と回答したメーカーがゼロであった、流動床式焼却と流動床式ガス化溶融炉を除外する。

• シャフト炉式ガス化溶融は、優先度２位で提案可能としたメーカーが２社あったものの、メーカー毎の
形式の違い（コークスベッド式or酸素式）から不適物の受入基準やエネルギー消費量の考え方が異なる
ため、いずれかの形式のメリットを期待すると1社しか該当せず入札における競争が行われない。また、
うち1社は直近10年での建設実績が無いことや2社ともストーカ方式を第1優先として提案していること
も踏まえ、シャフト炉式ガス化溶融を除外する。

• ストーカ式焼却には明らかな問題は見当たらないため、今後の検討対象とする。

• メタンコンバインドは、自社技術で提案可能なメーカー数が２社と少ないため、入札における競争環境
には大きな課題が残る。ただし、技術等にメーカー間での差異は確認されず、最大2社による競争は可
能であるため、今後の検討対象とする。なお、提案可能としたメーカーはいずれもストーカ式焼却を技
術保有しているため、今後はストーカ式焼却との組合わせとして検討する。

※発酵残さを焼
却処理する「メ
タンコンバイン
ド方式」として
検討する。
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４-５．評価基準（案）＿評価項目（案）

・以下の評価項目（案）を評価するために必要となる設計値や参考見積をメーカーヒアリン

グで聴取し、その回答をもとに処理方式の評価を行う方針です。

・評価方法（配点や採点者等）は令和７年度の本検討委員会で審議・決定する予定です。

基本コンセプト 評価項目（案）

①環境にやさしい施
設

(1)：排ガス量 (2)：処理副産物の発生量

(3)：処理副産物の有効利用性 (4)：電力の有効利用量（発電電力量－消費電力量）

(5)：燃料消費量 (6)：温室効果ガス排出量

(7)：炭素循環の将来性

②安全、安心で、安
定した施設

(8)：公害防止基準の遵守性能 (9)：ごみ量・質変動への対応

(10)：技術導入数 (11)：維持管理性

(12)：災害廃棄物への対応 (13)：施設の強靭性

③地域に貢献し、住
民に親しまれる施設

地域貢献や情報開示の充実度、地域に開かれた施設運営等がその主要因であり、一義的には処理方式により
ません。

④経済性に優れた施
設

(14)：入札の競争性 (15)：施設整備費

(16)：管理運営費 (17)：循環型社会形成推進交付金
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